○熊本県工業用水道供給規程
	(昭和50年5月20日公営企業管理規程第4号)
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熊本県工業用水道供給規程を次のとおり制定する。
熊本県工業用水道供給規程
第1章　総則
(趣旨)

第1条　この規程は、工業用水道事業法(昭和33年法律第84号)第17条第1項及び熊本県工業用水道管理条例(昭和49年熊本県条例第31号。以下「条例」という。)第13条の規定に基づき、工業用水道の供給条件について必要な事項を定めるものとする。
(用語の定義)

第2条　この規程における用語の定義は、条例に定めのあるものを除くほか、次項に定めるところによる。
2　この規程において、「給水施設」とは、配水管又は配水支管から分岐して使用者が設ける受水のための施設のうち、分岐点から受水槽に至るまでの導管、量水器、受水槽及び給水用具をいう。
第2章　給水
(給水の対象)

第3条　有明工業用水道による給水区域は、荒尾市及び長洲町の各市町内の区域とする。
2　八代工業用水道による給水区域は、八代市とする。
3　苓北工業用水道による給水区域は、苓北町とする。
4　工業用水道による給水を受けることができる者は、1給水先当たりの基本使用水量が120立方メートル以上を使用するものとする。ただし、管理者が特に認めたときは、この限りでない。
(用途の制限)

第4条　使用者は、あらかじめ管理者の承認を受けた場合を除き、工業用水を工業用及び消防以外の用途に使用し、又は第三者に分与し、若しくは販売してはならない。
(権利譲渡の禁止)

第5条　使用者は、あらかじめ管理者の承認を受けた場合のほか、条例及びこの規程に基づく権利を第三者に譲渡してはならない。
(基本使用水量の給水の申込み)

第6条　給水を受けようとする者は、工業用水基本使用水量申込書(別記第1号様式)に工業用水使用計画書(別記第2号様式)その他必要な書類を添付して、管理者に給水の申込みをしなければならない。
(基本使用水量の決定)

第7条　管理者は、前条の給水の申込みがあったときは、速やかに基本使用水量その他必要な条件を決定し、工業用水基本使用水量の決定通知書(別記第3号様式)により、当該申込者に通知する。
(基本使用水量の変更)

第8条　基本使用水量は、原則として変更できないものとする。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。
2　使用者は、前項のただし書により、基本使用水量を変更しようとするときは、工業用水基本使用水量変更申込書(別記第4号様式)に工業用水使用計画書その他必要な書類を添付して、管理者に申込まなければならない。
3　管理者は、前項の基本使用水量の変更の申込みにより、基本使用水量の変更を承認しようとするときは、変更後の基本使用水量その他必要な条件を決定し、工業用水基本使用水量変更決定通知書(別記第5号様式)により、当該使用者に通知する。
(特定使用水量の給水の申込み)

第9条　使用者は、特定使用水量の給水を受けようとするときは、工業用水特定使用水量給水申込書(別記第6号様式)に工業用水使用計画書その他必要な書類を添付して、管理者に給水の申込みをしなければならない。
2　管理者は、前項の特定使用水量の給水を承認しようとするときは、当該給水の期間及び給水量その他必要な条件を決定して、工業用水特定使用水量決定通知書(別記第7号様式)により、当該使用者に通知する。
(特定使用水量の変更)

第10条　特定使用水量は、原則として増量するときに限り、変更することができる。
2　使用者は、特定使用水量を変更しようとするときは、工業用水特定使用水量変更申込書(別記第8号様式)に工業用水使用計画書その他必要な書類を添付して、管理者に申込まなければならない。
3　管理者は、前項の特定使用水量の変更を承認するときは、工業用水特定使用水量変更決定通知書(別記第9号様式)により、当該使用者に通知する。
(みなし水量)

第11条　使用者が、基本使用水量及び特定使用水量の全部又は一部を使用しなかった場合であっても、基本使用水量及び特定使用水量の全部を使用したものとみなす。
(使用開始等の届出)

第12条　使用者は、工業用水道の使用を開始し、又は廃止しようとするときは、工業用水道使用開始(廃止)届(別記第10号様式)により、あらかじめ管理者に届け出なければならない。
(給水の停止、制限の場合の処置)

第13条　管理者は、条例第7条に規定する理由によって給水を停止し、又は制限しなければならなくなった場合には、工業用水停止(制限)通知書(別記第11号様式)により、あらかじめ給水を停止し、又は制限する旨を使用者に通知する。ただし、緊急やむを得ない理由があるときは、この限りでない。
(適正使用の原則)

第14条　使用者は、工業用水を常時均等に受水するように努めなければならない。
2　管理者は、給水の適正を図るため必要があると認めるときは、使用者に対して受水方法の改善その他必要な処置を指示することができる。
(水質・水圧の基準等)

第15条　工業用水の水質の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、この基準によらない場合については、管理者が別に定める。
(1)　水温　常温
(2)　濁度　10度以下
(3)　水素イオン濃度　PH6.0以上8.0以下
2　最低水圧は、配水管末において、49キロパスカルとする。
(水質・水圧の検査の請求)

第16条　使用者は、管理者に対して前条の水質及び水圧の検査を請求することができる。
2　前項の場合において、検査に要する費用は、使用者が負担するものとする。
(量水器の封印)

第17条　管理者は、使用者が工業用水道の使用を開始するとき、又は量水器を点検したときは、量水器に封印するものとする。
(使用水量の決定)

第18条　管理者は、毎月定日に量水器の計量値により、使用水量を決定する。ただし、量水器の故障その他の原因により、使用水量が不明のときは、前回までの使用水量等を勘案して、管理者が使用水量を決定する。
2　基本使用水量(特定使用水量を含む。)が120立方メートル未満の使用者の超過使用水量は、条例第2条第5号ただし書の規定により算出した水量とする。
3　管理者は、使用水量を決定したときは、速やかに工業用水使用水量通知書(別記第12号様式)により、通知しなければならない。
第3章　給水施設
(給水施設の設置)

第19条　使用者は、管理者が別に定める基準に従い、給水施設を設置しなければならない。
(給水施設の管理)

第20条　使用者は、給水施設に異常が認められたときは、速やかにその旨を管理者に届け出なければならない。
(給水施設の工事申請)

第21条　使用者は、給水施設の新設、増設、改造、補修等の工事を施行しようとするときは、給水施設工事施行承認申請書(別記第13号様式)及び当該工事に係る仕様書並びに設計書を管理者に提出して、あらかじめ管理者の承認を受けなければならない。
2　管理者は、前項の申請により当該工事の施行を承認するときは、給水施設工事施行承認書(別記第14号様式)を当該使用者に交付する。
3　管理者は、前項の承認に当たっては、工事を施行するために必要な条件を附することができる。
(給水施設の工事検査)

第22条　使用者は、給水施設の工事がしゅん工したときは、直ちに給水施設工事しゅん工検査申請書(別記第15号様式)を管理者に提出して当該工事のしゅん工検査を受けなければならない。
2　管理者は、工事しゅん工検査の結果、第19条に規定する「管理者が別に定める基準」に適合していると認めるときは、給水施設工事しゅん工検査書(別記第16号様式)を当該使用者に交付する。
(立入検査)

第23条　管理者は、適正な給水を行うために必要があると認めるときは、職員に給水施設を検査させることができる。
2　前項の検査を行う職員は、身分証明証(別記第19号様式)を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。
第4章　雑則
(費用の負担)

第24条　条例第8条の規定により徴収することができる費用は、次に掲げる費用の合計額とする。
(1)　用地費
(2)　材料費
(3)　運搬費
(4)　労務費
(5)　請負工事費
(6)　工事監督費
(7)　間接費
(8)　その他経費
2　管理者は、前項の費用が、給水料金収入等を勘案して算定する管理者負担限度額を上回った場合、その上回った額を使用者の負担額として決定する。なお、当該配水支管から複数の者が給水を受ける場合、または複数の者が給水を受けることが見込まれる場合は、当該配水支管の配水能力に対する当該配水支管から給水を受ける水量の割合に応じて負担額を按分することができる。
3　管理者は、前項の負担額をあらかじめ概算により納付させることができる。
(延滞金の端数計算)

第25条　条例第6条に規定する延滞金に100円未満の端数があるときは、この端数を切り捨てる。
(工業用水道料金の減免)

第26条　条例第7条の規定により、給水の停止又は制限を受けた者が、工業用水道料金の減免を受けようとするときは、工業用水道料金減免申請書(別記第17号様式)を管理者に提出しなければならない。
2　管理者は、工業用水道料金の減免を承認しようとするときは、当該減免に係る水量及び料金を決定し、工業用水道料金減免通知書(別記第18号様式)により通知する。
3　減免の申請は、当該減免に該当する事項があった月の納付期限から起算して30日以内にしなければならない。
(給水の停止)

第27条　管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、給水を停止することができる。
(1)　工業用水道料金の徴収を免れようとして、不正の行為をしたとき。
(2)　第4条又は第5条の規定に違反したとき。
(3)　第23条に規定する給水施設の検査を拒否したとき。
(4)　工業用水道料金、延滞金、条例第8条に規定する費用を督促しても納付しないとき。
(5)　量水器の封印を故意に破棄したとき。
(6)　前各号のほか、この規程に違反したとき。
(損害賠償責任)

第28条　県は、第13条又は第27条の規定による給水の制限若しくは停止により、使用者に損害が生じても責任を負わない。
(指定施設の利用料金)
第29条　指定施設においては、利用料金のうち、利用料金から協力料(使用者ごとに、未達水量1㎥当たり15円を乗じて算出される金額をいい、また、未達水量とは、使用者ごとに各日につき、1日当たりの使用水量として使用者が管理者に届け出ている水量
から基本使用水量、特定使用水量及び超過使用水量を控除した水量をいう。)並びに協
力料に係る消費税及び地方消費税を控除して得られる金額に対して、当該時点におけ
る按分率を乗じて算定される料金は運営権者が自らの収入として収受する。
2　前項に定める按分率とは、期間及び指定施設ごとに次のとおりとする。

	期間
	八代工業用水道
	有明工業用水道

	令和3年4月1日から令和8年3月31日まで
	100.0%
	30.8%

	令和8年4月1日から令和13年3月31日まで
	100.0%
	29.0%

	令和13年4月1日から令和18年3月31日まで
	100.0%
	30.3%

	令和18年4月1日から令和23年3月31日まで
	90.0%
	29.0%


3　指定施設における第13条、第25条、第26条及び第27条の適用については、第13条及び第26条中「条例第7条」とあるのは「第32条」と、第25条中「条例第6条」とあるのは「第31条」と、第26条及び第27条中「工業用水道料金」とあるのは「利用料金」とする。
(利用料金の納付期限)
第30条　指定施設においては、使用者は、毎月の初日から末日までの期間に係る利用料金を翌月の20日までに納付しなければならない。
(利用料金の延滞金の徴収)

第31条　指定施設においては、運営権者は、使用者が利用料金を前条に定める納付期限までに納付しなかったときは、当該納付期限の翌日から起算して納付の日までの日数に応じ、当該延滞に係る額につき年14.6パーセント(当該納付期限の翌日から1月を経過するまでの期間については、年7.3パーセント)の割合を乗じて得た額の延滞金を徴収することができる。

(利用料金の減免)

第32条　指定施設においては、管理者は、非常災害、異常渇水、管理者が管理責任を有する工業用水道施設(工業用水道事業法(昭和33年法律第84号)第2条第6項に規定する施設をいう。)の損傷又は維持改良工事の施行その他やむを得ない理由により給水を停止し、又は制限しなければならなくなった場合において、これにより工業用水の供給を受けられなかった使用者については、その供給を受けられなかった水量を考慮して、その者の基本使用水量に係る利用料金を減額し、又は免除することができる。
(雑則)

第33条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は管理者が別に定める。
附　則
この規程は、昭和50年6月1日から施行する。
附　則(昭和52年3月29日公営企業管理規程第1号)

	

	


この規程は、昭和52年4月1日から施行する。
附　則(平成5年5月26日公営企業管理規程第9号)

	

	


この規程は、平成5年8月1日から施行する。
附　則(平成14年3月29日公営企業管理規程第8号)

	

	


この規程は、平成14年4月1日から施行する。
附　則(平成17年9月30日公営企業管理規程第12号)

	

	


この規程は、平成17年10月3日から施行する。
附　則(平成18年3月31日公営企業管理規程第4号)抄
	

	


(施行期日)

1　この規程は、平成18年4月1日から施行する。
附　則(平成27年6月30日公営企業管理規程第7号)

	

	


この規程は、平成27年6月30日から施行する。
附　則(令和3年3月12日公営企業管理規程第1号)

	

	


この規程は、令和3年3月12日から施行する。
(別表)

量水器の基準
	流量計
	電磁流量計であること。

	指示装置
	基本使用水量の1時間当たり使用水量の150％まで指示するスケールを有する計器であること。

	記録装置
	1時間ごとの使用水量及びその積算値及び超過使用水量並びに時刻を記録できる印字式記録装置を有すること。

	附属装置
	附属自動弁(電動弁)は、開閉連度の調整及び使用水量設定器による流量と実流量との差信号により、自動開閉動作ができるもので、スイッチ類は堅ろう確実なものであること。

	総合精度
	計器誤差はフルスケールに対しプラスマイナス2％以内のものであること。

	その他
	計器は、耐震、耐ガラス、耐寒構造とし、自立型キュービクル内におさめること。


別記第1号様式(第6条関係)

[別紙参照]

別記第2号様式(第6条、第8条―第10条関係)

[別紙参照]

別記第3号様式(第7条関係)

[別紙参照]

別記第4号様式(第8条関係)

[別紙参照]

別記第5号様式(第8条関係)

[別紙参照]

別記第6号様式(第9条関係)

[別紙参照]

別記第7号様式(第9条関係)

[別紙参照]

別記第8号様式(第10条関係)

[別紙参照]

別記第9号様式(第10条関係)

[別紙参照]

別記第10号様式(第12条関係)

[別紙参照]

別記第11号様式(第13条関係)

[別紙参照]

別記第12号様式(第18条関係)

[別紙参照]

別記第13号様式(第21条関係)

[別紙参照]

別記第14号様式(第21条関係)

[別紙参照]

別記第15号様式(第22条関係)

[別紙参照]

別記第16号様式(第22条関係)

[別紙参照]

別記第17号様式(第26条関係)

[別紙参照]

別記第18号様式(第26条関係)

[別紙参照]

別記第19号様式(第23条関係)

[別紙参照]

